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（別添３－２）
施設サービス事業者自主点検表（指定介護療養型医療施設）

	記入年月日
	令和　　年　　月　　日

	法　人　名
	
	

	代表者（理事長）名
	

	介護保険事業所番号
	４
	０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所
	名　称
	

	
	種　別
	１　療養病床　２　診療所　３　老人性認知症疾患療養病床　４　ユニット型

	
	所在地
	

	記入担当者職・氏名
	（職）　　　（氏名）
	連絡先電話番号
	－　　　－


※　種別は該当するものに○をつけること。
□　自主点検表記載にあたっての留意事項

（１）チェック項目については、該当・非該当のいずれかにチェック（　レ　）をしてください。

（２）事例がない場合は、空白部分に「事例なし」と記載してください。
　　（３）その他については、具体的に記載してください。

（４）研修については「研修予定・実績」に記載してください。

（１）チェック項目

（人員の配置）

	項　　目
	
	該当
	非該当

	従業者

【基準２条】
	基準２条に定める員数の従業者を配置しているか。
	□
	□

	管理者

（基準第２２条）
	医療法第１２条第２項に基づく許可を受けずに、同時に他の病院、診療所を管理していないか。
	□
	□

	
	同時に他の介護保険施設、養護老人ホーム等の社会福祉施設の管理者となっていないか。（いない→該当）
	□
	□

	
	兼務の事業と職種を記載
	
	


（設備）

	項　　目
	
	該当
	非該当

	療養病床を有する
病院
	１の病室の病床数は、４床以下となっているか。
	□
	□

	
	病室の床面積は、入院患者１人につき６．４㎡以上となっているか。（面積については内法により測定。）
	□
	□

	
	浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか。
	□
	□

	
	機能訓練室は、内法による測定で４０㎡以上となっているか。
	□
	□

	
	食堂は、内法による測定で療養病床における入院患者１人につき１㎡以上となっているか。
	□
	□

	
	患者が使用する廊下であって、病室に隣接する廊下幅は，内法による測定で１．８ｍ以上であるか。また、両側に居室がある場合は、２．７ｍ以上となっているか。

（経過型介護療養型医療施設においては、廊下幅は内法による測定で１．２ｍ以上、両側に居室がある場合は、１．６ｍ以上。）
	□
	□

	
	談話室は、入院患者同士や入院患者とその家族が談話を楽しめる広さを有しているか。
	□
	□

	療養病床を有する
診療所
	１の病室の病床数は、４床以下となっているか。
	□
	□

	
	病室の床面積は、入院患者１人につき６．４㎡以上となっているか。（面積については内法により測定。）
	□
	□

	
	浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか。
	□
	□

	
	機能訓練室は、機能訓練を行うのに十分な広さを有しているか。
	□
	□

	
	食堂は，内法による測定で療養病床における入院患者１人につき１㎡以上となっているか。
	□
	□

	
	患者が使用する廊下であって、病室に隣接する廊下幅は、内法による測定で１．８ｍ以上であるか。また、両側に居室がある場合は、２．７ｍ以上となっているか。
	□
	□

	
	談話室は、入院患者同士や入院患者とその家族が談話を楽しめる広さを有しているか。
	□
	□

	老人性認知症疾患療養病棟を有する病院
	１の病室の病床数は、４床以下となっているか。（病床転換による病棟に係る１の病室の病床数については６床以下。）
	□
	□

	
	病室の床面積は、入院患者１人につき６．４㎡以上となっているか。（平成18年3月1日に現に存する病棟に係る病室については，入院患者1人につき6.0㎡以上でよい。）
	□
	□

	
	浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適した、できるだけ広いものとなっているか。
	□
	□

	
	生活機能回復訓練室は、６０㎡以上となっているか。
	□
	□

	
	食堂は、内法による測定で療養病床における入院患者１人につき１㎡以上となっているか。（デイルームを食堂として使用することも可能。）
	□
	□

	
	患者が使用する廊下であって、病室に隣接する廊下幅は、内法による測定で１．８ｍ以上であるか。また、両側に居室がある場合は、２．７ｍ以上となっているか。
・医療法施行規則第43条の2の規定の適用を受ける病院の廊下幅にあっては，両側に居室がある場合の廊下幅は，2.1ｍ以上。
・病床転換による病棟に係る廊下幅については，内法による測定で1.2ｍ以上，両側に居室がある場合は1.6ｍ以上。
・経過型介護療養型医療施設においては，内法による測定で1.2ｍ以上，両側に居室がある場合は1.6ｍ以上。
	□
	□

	
	老人性認知症疾患療養病棟の用に供される部分（事業の管理の事務に供される部分を除く）の床面積は，入院患者１人につき１８㎡以上であるか。
	□
	□

	
	デイルーム及び面会室の面積の合計は、入院患者1人につき２㎡以上であるか。
	□
	□

	ユニット型の場合
	１のユニットの入院患者の定員はおおむね１０人以下となっているか。
	□
	□

	
	１の病室の定員は、１人となっているか。
	□
	□

	
	１の病室の床面積は次のいずれかとなっているか。

・１人部屋は１０．６５㎡以上
・サービスの提供上必要と認められる場合の２人部屋は２１．３㎡以上
（ユニット型準個室の場合は，１０．６５㎡以上）
1の病室の床面積は，病室内の洗面設備の面積を含み，病室内の便所の床面積は除く。
	□
	□

	
	１の共同生活室の床面積は、２㎡にユニットの入院患者の定員を乗じて得た面積以上となっているか。
	□
	□

	
	共同生活室はいずれかのユニットに属し、当該ユニットの利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有しているか。
	□
	□

	
	浴室は、身体の不自由な者が使用するのに適したものであるか。
	□
	□

	
	洗面設備は、病室のある階ごとに設けてあるか。また，身体の不自由な者が使用するのに適したものであるか。
	□
	□

	
	便所は、病室ごと又は共同生活ごとに適当数設けてあるか。また、ブザー又はこれに代わる設備があるか。
	□
	□

	
	機能訓練室は、内法による測定で４０㎡以上となっているか。
・療養病床を有する診療所であるユニットにおいては，十分な広さを有していることでよい。
・老人性認知症疾患病棟を有する病院であるユニットにおいては，生活機能回復訓練室は，６０㎡以上であること。
	□
	□

	
	廊下幅は片廊下で１．８ｍ以上、中廊下で２．７ｍ以上となっているか。
	□
	□

	その他
	建物の使用権原を有することの分かる書類（賃貸借契約書等の原本）を備えているか。
	□
	□

	
	病院・診療所の使用許可は有効か。
	□
	□


（事業の運営）

	項　　目
	
	該当
	非該当

	内容及び手続の説明及び契約の締結等

（基準第６条）
	サービスの提供開始前に、あらかじめ、患者又はその家族に対し、重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行っているか。
	□
	□

	
	サービスの内容及び利用料金等について患者の同意を得ているか。
	□
	□

	
	重要事項説明書には患者の署名・捺印を受けているか。
	□
	□

	
	重要事項説明には次の内容が記載されており、その内容はわかりやすいものとなっているか。

· 運営規程の概要

· 従業者の勤務体制

· 利用料の額及び改定の方法

· 苦情処理の体制

· 病室、食堂及び機能訓練室の広さその他の患者のサービス選択に資すると認められる重要事項
	□

□

□

□

□

□
	□

□

□

□

□

□

	
	サービスの提供開始について、患者と契約書を交わしているか。
	□
	□

	
	契約において、患者の権利を不当に狭めるような契約解除の条件を定めていないか。（いない→該当）
	□
	□

	掲　示

（基準第２９条）
	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、利用料その他のサービスの選択に関する重要事項を掲示しているか。
	□
	□

	研修機会の確保

（基準第２５条）
	従業者の資質向上のため、計画的な研修を実施しているか。
	□
	□

	受給資格等の確認
（基準第７条）
	被保険者証で、被保険者資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の有効期間を確認しているか。
	□
	□

	
	被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、サービス提供を行うに際し､その意見を考慮しているか。
	□
	□

	要介護認定等の申請に係る援助
（基準第８条）
	患者が要介護認定等を受けていない場合に、要介護認定申請のために必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	有効期間が終了する３０日前には要介護認定の更新申請が行われるように必要な援助を行っているか。
	□
	□

	取扱い方針
（基準第１４条）
	施設サービス計画に基づき、入院患者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況を踏まえた療養を妥当適切に行っているか。
	□
	□

	サービス提供の記録

（基準第１０条）
	入院に際しては入院の年月日並びに入院している介護保険施設の種類及び名称を、退院に際しては退院の年月日を患者の被保険者証に記載しているか。
	□
	□

	利用料等の受領

（基準第１２条）
	入院患者から利用料の一部として、施設介護サービス費用基準額または施設支援サービス費用基準額の１割（法令により給付率が９割でない場合はそれに応じた割合）の支払を受けているか。
	□
	□

	
	利用料に法定代理受領サービスに該当する場合とそれ以外との間で不合理な差額を生じさせていないか。
	□
	□

	
	利用料の他には、次の費用の額以外の支払を受けていないか。（いない→該当）
1 食事の提供に要する費用
2 居住に要する費用
3 特別な病室代
4 特別な食事代
5 理美容代

6 指定介護療養施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、入院患者に負担させることが適当と認められるもの。
	□
	□

	領収証の交付

（介護保険法第４１条第５条）
	利用料等の支払いを受ける際、入院患者に対し領収証を交付しているか。
	□
	□

	
	領収証には、保険給付の対象額とその他の費用を区分して記載し、その他の費用についてはさらに個別の費用ごとに区分して記載しているか。
	□
	□

	施設サービス計画の作成

（基準第１５条）
	介護支援専門員は、入院患者の希望、アセスメントの結果及び医師の治療の方針に基づき、入院患者の家族の希望を勘案して、入院患者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、指定介護療養施設サービスの目標及びその達成時期、サービスの内容、サービスを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を　　作成しているか。
	□
	□

	
	介護支援専門員は、サービス計画の原案について入院患者又はその家族に対して説明し、文書によリ同意を得ているか。
	□
	□

	
	計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービス計画の実施状況の把握（入院患者について継続的なアセスメントを含む）を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行っていますか。
	□
	□

	保険給付の請求のための証明書の交付

（基準第１３条）
	償還払いとなる利用者に対するサービス提供証明書の交付を行っているか。
	□
	□

	指定介護療養型医療施設の取扱方針

（基準第１４条）
	サービスの提供に当たっては、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよう配慮しているか。
	□
	□

	
	懇切丁寧なサービスの提供を心がけるとともに、サービスの提供方法等を入院患者又はその家族にわかりやすく説明しているか。
	□
	□

	
	身体的拘束その他入院患者の行動を制限する行為は、当該患者又は他の患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合にのみ限っているか。

緊急やむを得ず身体的拘束等を行った場合には、その態様及び時間、その際の入院患者の心身の状況、緊急やむを得ない理由を記録しているか。
	□
	□

	診療の方針
（基準第１６条）
	診療に当たっては、的確な診断を基とし、療養上、妥当適切に行うとともに、要介護者の心理が健康に及ぼす影響に配慮し心理的な効果をもあげることができるよう適切な指導を行っているか。
	□
	□

	
	サービスの提供に当たっては､入院患者の人格に十分に配慮して実施しているか。
	□
	□

	
	自常に入院患者の病状及び心身の状況並びに日常生活等の的確な把握に努め、入院患者又はその家族に対して適切な指導を行っているか。
	□
	□

	
	検査、投薬、注射、処置、療法等は適切に行われているか。
	□
	□

	
	入院患者の病状の急変により、自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、他の医師の対診を求める等適切な措置を講じているか。
	□
	□

	機能訓練
（基準第１７条）
	入所患者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要に応じて理学療法、作業療法その他適切なリハビリテーションを計画的に行っているか。
	□
	□

	看護及び医学的管理下における介護

（基準第１８条）
	看護及び医学的管理の下における介護は、入院患者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、入院患者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術を持って行われているか。
	□
	□

	食事の提供
（基準第１９条）
	食事は、栄養並びに入院患者の身体の状態、病状及び嗜好を考慮するとともに、適切な時間に行っているか。
	□
	□

	
	入院患者の自立の支援に配慮して、できるだけ離床して食堂等で行われるように努めているか。
	□
	□

	その他のサービスの提供
（基準第２０条）
	入院患者のためのレクリエーション行事や入院患者とその家族との交流等の機会を確保（会報の送付、行事参加の呼びかけ等）するよう努めているか。
	□
	□

	地域等との連携

（基準第３３条）
	施設の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。
	□
	□

	非常災害対策
（基準第２７条）
	非常災害に対する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
	□
	□

	衛生管理
（基準第２８条）
	入院患者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じているか。
	□
	□

	
	感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう必要な措置を講じているか。

また、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、密接な連携を図っているか。
	□
	□

	協力歯科医療機関

（基準第２８条の２）
	あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めているか。
	□
	□

	秘密保持等

（基準第３０条）
	従業者に対し、業務上知り得た入院患者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じているか。
	□
	□

	事故発生時の対応

（基準第３４条）
	サービス提供時に事故が発生した場合、速やかに市町村、入院患者の家族等に連絡を行うとともに、必要な処置を講じているか。またその処置について記録しているか。
	□
	□

	
	賠償すべき事態が発生した場合に速やかに賠償を行うために、

・損害賠償責任保険に加入しているか。

・又は、賠償資力を有しているか。
	□

□
	□

□

	会計の区分
（基準第３５条）
	指定介護療養型医療施設サービスの事業とその他の事業とに区分して会計処理しているか。
	□
	□

	サービス提供記録の

整備

（基準第１０条、３６条）

【地方自治法第236条第1項】
	サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しているか。
	□
	□

	
	入院患者に対するサービス提供に関する諸記録、従業者、設備、備品及び会計に関する記録等を整備し、その完結の日から５年間保存しているか。
	□
	□

	居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止

（基準第３１条）
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者当該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。（いない→該当）
	□
	□

	患者に関する市町村への通知
（基準第２１条）
	入院患者が次のいずれかに該当する状況が生じたことがあったか。

1 サービスの利用の必要性がなくなったと認められるにもかかわらず退院しないとき。

2 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を悪化させたと認められるとき。
3 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。
	□

事例なし

□
	□

	
	上記の状況があった場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知したか。（事例なし→回答不要）
	□
	□


（介護給付費関係）

	項　　目
	
	該当
	非該当

	介護給付費単位
	平成１２年厚生省告示第２２号の「厚生大臣が定める１単位の単価」に、平成１２年厚生省告示第２１号の別表「指定施設サービス等介護給付費単位数表」に定める単位を乗じて費用の算出をしているか。
	□
	□

	端数処理
	上記費用の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てているか。
	□
	□

	従業員の員数が基準を満たさない場合の算定
	要介護状態区分又は要介護となる恐れがある状態に応じて所定単位数を算定しているか。
	□
	□

	
	従業員の員数が基準を満たさない場合には、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
	□
	□


○特定診療費(病院･診療所･老人性認知症疾患療養病棟)
	特定診療費項目名
	備考
	病
	診
	認
	特定診療費項目名
	備考
	病
	診
	認

	感染対策指導管理
	
	○
	○
	○
	理学療法ADL加算
	（I）、（Ⅱ）のみ
	○
	○
	×

	褥瘡対策指導管理
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	

	初期入院診療管理
	入院中１回

診療方針の重要な変更があれば２回
	○
	○
	○
	リハビリ計画加算
	１月１回限度
	○
	○
	×

	
	
	
	
	
	日常動作訓練指導加算
	１月１回限度
	○
	○
	×

	
	
	
	
	
	作業療法
	１日３回限度
	○
	○
	×

	重度療養管理
	
	○
	○
	○
	作業療法ADL加算
	
	○
	○
	×

	特定施設管理
	個室・２人部屋は加算有
	○
	○
	×
	リハビリ計画加算
	１月１回限度
	○
	○
	×

	
	
	
	
	
	日常動作訓練指導加算
	１月１回限度
	○
	○
	×

	重症皮膚潰瘍管理指導
	
	○
	○
	×
	言語聴覚療法
	１日３回限度
	○
	○
	×

	薬剤管理指導
	月４回限度
	○
	○
	×
	摂食機能療法
	１月４回限度
	○
	○
	×

	医学情報提供（Ｉ）
	病院 → 病院
診療 → 診療
	○
	○
	×
	リハビリテーションマネジメント
	
	○
	○
	×

	医学情報提供(Ⅱ)
	病院 → 診療
	○
	○
	×
	短期集中リハビリテーション
	入院日から３月以内
	○
	○
	×

	理学療法（Ｉ）
	１日３回限度
	○
	○
	×
	精神科作業療法
	
	○
	○
	○

	理学療法（Ⅱ）
	
	○
	○
	×
	認知症老人入院精神療法
	
	○
	○
	○

	理学療法（Ⅲ）
	
	○
	○
	×
	
	
	
	
	


○介護保険と医療保険との関係
	＜介護保険で算定＞
	＜医療保険で算定＞

	１　施設サービス費に含まれるサービス

入院基本料

①　寝具の準備・清潔管理・人件費・施設管理経費等

②　検査・一部の画像診断・投薬・注射（エリスロポエチン以外）

③　一部の処置

　創傷処置、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル処置、導尿、膣洗浄、眼処　置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔・咽頭処置、関節喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザー、超音波ネブライザー、介達牽引、消　炎鎮痛等処置、鼻腔栄養、老人処置
	１　急性増悪等により密度の高い医療が必要となった時

①原則：医療保険適用病床に転床し、医療保険で算定

②例外:病床の空き状況等により転床させず､緊急に介護保険適用病床で医療行為を行った場合､施設サービスに相当する部分(入院基本料及び特定診療費)は介護保険で算定し、それ以外の緊急に行われた医療行為について　　　　は医療保険を適用

	２　実施の都度介護報酬を算定するサービス特定診療費（16項目）

※厚生省告示第30号（左表参照）
	２　歯科療養を行った場合

　歯科療養については、介護保険適用病床の入院患者が受けた場合も医療保険で算定

※　１の②、２の場合（介護保険適用病床にいるケース）、入院基本科は介護保険で算定しているため､医療保険対象のサービスは外来診療として扱われ､医療機関は通常の外来一部負担金を患者から徴収し、「入院外」のレセプトにより請求する

	３．その他加算
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